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社会福祉法人日本医療伝道会 衣笠病院グループ

衣笠病院グループの概要

■神奈川県横須賀市（人口約39万人）に立地

■横須賀・三浦医療圏（4市1町）は人口約70万人

■衣笠病院許可病床198床 ＜稼働病床194床＞

■病院診療科 ＜〇は常勤医勤務＞

〇内科、神経科、小児科、〇外科、乳腺外科、

脳神経外科、形成外科、〇整形外科、〇皮膚科、

〇泌尿器科、婦人科、〇眼科、〇耳鼻咽喉科、

〇ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科、〇放射線科、〇麻酔科、〇ホスピス、東洋医学

■病棟構成

DPC病棟（50床）、地域包括ケア病棟（91床）、回復期リハビリ病棟（33床）、ホスピス（緩和ケア病棟：20床）

【2021年9月時点】
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パート１
2040年問題とは？



第１ゴール
2025年

第2ゴール
2040年

75歳以上

65～74歳

65歳以上

2025年問題
団塊世代
が75歳以上

2040年問題
団塊ジュニア
が65歳以上



GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



558万人減 1192万人減

2025年から2040年
の15年間で東京都
の人口が消える









パート２
新たな地域医療構想







第1回新たな地域医療構想等に関する検討会
2024年3月29日







2024年12月

2024年3月下旬



包括期



５つの医療機関機能

④専門機能

①高齢者救急・地域急性期機能 ②在宅医療等連携機能 ③急性期拠点機能

⑤医育及び広域診療機能





パート３
減る急性期医療ニーズ



５つの医療機関機能

④専門機能

①高齢者救急・地域急性期機能 ②在宅医療等連携機能 ③急性期拠点機能

⑤医育及び広域診療機能



2023年患者調査

65歳以上

35～64歳

15～34歳

1984年 2023年

患者調査でみる入院患者の年次推移

2000年



後期高齢者



2001年 2023年

入院受診延日数＝推計新規入院件数×推計平均在院日数





半数以上の
圏域で手術
件数も減る







救急・急性期医療の
集約化



休日夜間の緊急手術を
年間300日以上実施し
ている医療圏のある医

療圏は31

年間7日以下
の医療圏が
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パート４
増える包括期ニーズ







2024年改定



回復期機能の名称を
高齢者救急受け入れと
高齢者リハを併せ持つと

いう意味で
「包括期機能」と改める



５つの医療機関機能

④専門機能

①高齢者救急・地域急性期機能 ②在宅医療等連携機能 ③急性期拠点機能

⑤医育及び広域診療機能



これからの
医療
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衣笠病院

本年度平均　2025/01時点

【救急】

依頼数 [件/月] 74

受入数 [件/月] 51

応需率 [％] 69%

 うち入院数 [件/月] 29

入院率 [％] 57%

【外来】

患者数 [人/日] 319

診療単価 [円] 8,873

【入院】 [全体] 急性期_本４ 地ケア_本５ 地ケア_東５ 回リハ_東４ 緩和ケア

実働病床数 194 50 53 38 33 20

延患者数 [人/日] 169 40 45 36 31 17

病床利用率 [%] 87% 79% 85% 95% 95% 85%

平均在院日数 [日] 23 12 30 34 75 18

診療単価 [円/日] 40,468 46,108 36,644 35,651 37,660 51,971

在宅復帰率 [%] 80% 80% 86%

後期高齢者(75≦）構成 [%] 70% 66% 73% 78% 67% 70%

高齢者救急・地域急性期機能



200床以下
病院は7割

200床以下
病床は4割



200床



パート５
増える在宅医療ニーズ



５つの医療機関機能

④専門機能

①高齢者救急・地域急性期機能 ②在宅医療等連携機能 ③急性期拠点機能

⑤医育及び広域診療機能



C3は
225点以下



2001年





2023年患者調査

訪問診療

往診

1996年 2023年

在宅医療は
30年間で3倍



診療所
が減る







まとめと提言①
・2040年に起きること

・急性期ニーズが減る
・包括期ニーズが増える
・在宅ニーズ、訪問看護ニーズが激増
・医療職種の急性期から包括期、在宅への
マンパワーシフトが急務
・新たな地域医療構想で医療が変わる！



パート６
2040年に向けた

介護サービス提供体制



2040年に向けた
サービス提供体制等のあり方検討会

2024年1月9日



〇 （座長）





人口減少・サービス需要の
変化に応じたサービス提供











離島





構成員からの意見

・中山間地域等のサービス基盤確保に向け検討会委員の多
くが「介護報酬算定のための人員基準等の思い切った柔軟
化」が必要であると強く指摘

・大地震に見舞われた能登北部では、若者が戻らず急速に
高齢化が進行し「2040年の姿」となっている。人員基準など
を思い切って柔軟化する特例を設けており、その状況を見
ながら検討していくべき（池端幸彦構成員：医療法人池慶
会池端病院理事長）

・中山間地域では介護事業者の撤退が始まっており、目の前
の課題として捉えて、介護報酬や人員基準、さらには補助
金等の特例を設けて柔軟に対応しなければ立ち行かなくな
る（大山知子構成員：社会福祉法人蓬愛会理事長）



能登半島はすでに2040年

2025年1月能登半島地震





中山間地域、離島、
半島がまず2040年へ



構成員からの意見

・介護事業所・施設は、若者が専門資格を持って働
ける「雇用創出」の場である。そうした視点での
検討が重要ではないか（松原由美座長代理：早稲
田大学人間科学学術院教授、津下一代構成員：女
子栄養大学特任教授）

・他分野でも大幅な規制の柔軟化・特例を図ってお
り（バスなどの公共交通機関の運転手確保が困難
な地域で、いわゆる「白タク」を認めるなど）、
介護分野でも検討が必要である（大屋雄裕構成
員：慶應義塾大学法学部教授）



構成員からの意見

・「ニーズが当面増加するが、その後、減少していく」地域では、
非常に難しい対応が迫られます。将来の「減少」局面に注目すれ
ばサービス提供量を抑制していくことになりますが、これでは
「当面のニーズ」に対応できない。

・また、「当面のニーズ」に対応するためにサービス提供量を増や
したとして、「減少」局面に入った際に、そうした地域で働いて
いた人の雇用をどう考えるのかという問題が生じる。

・この点について現時点で明確な「解」を示す意見はまだ出ておら
ず、今後、検討会で知恵を絞っていくことになる

・なお、斉藤正行構成員（日本介護ベンチャーコンサルティンググ
ループ代表取締役）は「一般市にも様々な地域があり、介護サー
ビスの増加状況、その後の減少状況は地域によって異なる点に留
意する必要がある」



パート７
介護人材確保と職場環境改善、

生産性向上、経営支援



介護需要増と
介護職員の人手不足



有効求人倍率
（介護）

失業率

全職種
有効求人倍率



介護

全産業

2008年 2023年







構成員の意見

• 検討会構成員の多くは「処遇改善」の強化を強く求めている

• 退職理由として「職場の人間関係」などがあがるが、それは表向きであ
ろう。他産業に介護スタッフが流出している点を考慮すれば「処遇改
善」の拡充が必要と考えられる（大山構成員）

• 介護人材不足の度合いは加速度的に悪化していく。全産業平均を超える
賃金水準の確保が必要である（斉藤構成員）

• これまで処遇改善加算で介護職給与は上がってきているが、全産業平均
との格差はむしろ拡大してしまっている。3年に1度の介護報酬での対応
では間に合わず、補助金などによる毎年度の処遇改善に改めていくべき
ではないか（東憲太郎構成員：医療法人緑の風介護老人保健施設いこい
の森理事長）

• 賃金に公が介入していくことは難しく、現在の仕組み（介護報酬対応）
の延長で支えていくことが重要ではないか。その際、中小・零細事業所
にも配慮し、できるだけシンプルな仕組みを考えるべきであろう（笠木
映里構成員：東京大学大学院法学政治学研究科教授）



2009 年

2022年



構成員の意見

・処遇改善を図るためには「財源」が必要となる。安定
的な財源を確保するために「補助金ではなく、介護報
酬の加算に組み込んだ」経緯もある。

・「財源」を確保するためには「お金を出す人の理解」
が重要。介護報酬（処遇改善加算）で対応する場合に
は、「保険料を負担する国民や企業」「公費を管理す
る財務省」などの理解が必要不可欠だ。

手取り上げろ 財政規律





パート８
テクノロジーの活用等









オランダの環境交通省から日本の高齢者施設における
ロボット、ICTの実情見学に来られた（2023年8月）



感想

・日本は産業ロボット先進国であることが世界的に有名だ。見学
に来られた方も「日本の高齢者施設のITやロボットはさぞかし進
んでいるのだろう」と思って見学に来られた。

・しかし見学に来られて彼が最初に驚いたのが、老健にWiFiが
入っていないことだ。

・「WiFiがなくてどうやってIT化を進めるんだ？」と言っていた。
またロボットの使用状況にもビックリしていた。グループの特養
で患者介助用のアシストロボットが使われずに片隅に追いやられ
ているのを見て写真を撮っていた。「ロボットがもっと活躍して
いると思っていたが、使われていない現状も勉強になった」と
言っていた。

・さらにヒト型とロボットが体操を職員と一緒にしているのをみ
て「なんで職員が一緒にいるのだ？」と言ってまた驚いていた。

• 「IT・ロボットの日本の現状が見られて大変参考になった」



介護助手に期待高まる







構成員の意見

・少子化が急速に進む中では「目標（＋57万人の純増）どおりに介護人材を確
保することは困難」とも思われる。このため限られた人材でサービスを確保
するために「ICT技術やAI（人工知能）などのテクノロジー」や「介護助
手」などを活用した生産性向上も強く求められている。

・ICTやAI（人工知能）など技術を活用すれば、「1拠点の規模拡大」と「利用
者の満足度」との両立が可能となる

・既存の「紙を前提とした介護保険制度」（例えば申請等を「紙」で行うな
ど）から「ICTを前提とした介護保険制度」へと脱却すべき

・ICT等の利用促進、共同プラットフォームの構築・運用についてのノウハウ
を提供していきたい（香取幹構成員：やさしい手代表取締役社長）

・現役世代を75歳までと考えるなど、活力ある高齢者の活躍に期待すべき（江
澤構成員）

・テクノロジーの活用と同時に、介護業務の切り分けと、元気な高齢者による
介護助手の活用を進めるべき（東構成員）

・香取構成員の運営する「やさしい手」では、かねてより訪問介護員等がス
マートフォンやモバイル端末を活用した情報連携等を進めて「介護サービス
の質向上→利用者の満足度向上」を図っている

・ICTやAI（人工知能）などを活用した「1拠点の規模拡大」と「利用者の満足
度」との両立事例に注目が集まっている



パート９
介護事業者間の連携、
経営の大規模化





倒産の背景

•人手不足

•コロナ禍による利用控え

•感染防止対策などによるコストの
増加

•コロナ関連の資金繰り支援の縮小

•物価高





対応策は？

事業者間連携と協働化

事業合併による大規模化

社会福祉連携推進法人















構成員の意見

・①介護事業者の連携推進

・②事業所の大規模化推進

・③職場環境改善支援

・3つの論点はいずれも連環しており、「事業所の大規模が進むとスタッフの離職率が下
がり（スタッフ数の確保による1人当たり負担軽減など職場環境改善が図れる）、アド
ミニストレーションコスト（各種の手続きや届け出、請求などのコスト）を軽減し、経
営の安定化を図れる」→「いきなりの大規模化（統合など）は難しいため、まずは事業
者間の連携を深める」などの流れが考えらる。

・厚労省は「経営情報をわかりやすく事業者にフィードバックしていく」「職場環境改善
や連携推進に向けた公的な相談窓口の設置・拡充を図る」「事業者間連携を推進するた
めのインセンティブを検討する」などの考えを提示している。

• 検討会構成員からはまず「事務などを担うバックオフィスを地域共同で設立する」など
し、直接介護以外の業務負担軽減を始めてはどうか（松田構成員）

• 相談できる身近な公的機関の設置・拡充を期待したい（大山構成員）

• まずは共同化を進める必要がある。そのためには大規模化（統合・合併等）と同等のメ
リットを共同化にも認めるべきであろう（斉藤構成員）

• 世の中にはデューデリジェンス（合併・統合の対象となる企業や投資先の価値、リスク
等の調査）もせずにM&Aを進める仲介業者もある。法的な規制も検討すべきではない
か（松原座長代理）

• 事業者自らが大規模化に乗り出すことは難しい面もある。大規模化を進めやすい環境整
備などの支援を十分に行うべき（笠木構成員）



パート10
医療介護連携

















構成員の意見

・介護予防・自立支援の取り組みにより「要介護認定率が低下している」という効果が出ている
点を踏まえて、こうした取り組みを強化していく

・医療・介護の複合ニーズを抱える要介護高齢者が増加していくことを見据え、中身のある医
療・介護連携を推進していく

・認知症高齢者の増加を踏まえ、認知症の人・家族が安心して暮らせる「本人や家族が参画した
共生社会」の実現に向けて、例えば認知症カフェやピアサポート活動、本人ミーティングなど、
認知症の人の幅広い居場所づくりを進めると同時に、医療・介護連携による「認知症の早期発
見・早期対応・診断後支援までの体制構築」を図る

・例えば在宅要介護者に総合的に訪問対応（訪問看護、訪問介護、居宅療養管理指導など）する
「地域包括ケアステーション」のようなものを設立することなどを検討してはどうか（松田構
成員）

・医療・介護連携がある地域でうまく進んでも、「別の地域で、同じことをそのまましてもうま
く進むとは限らない」「キーパーソンがいなくなるとうまく進んでいた地域でも立ち行かなく
なってしまう」などの問題点もある点に留意すべきである（池端構成員）

・医療・介護連携が進むよう、地域の医療機関と介護施設等とをマッチングしてくれる公的組織
を期待したい（大山構成員）

・どのような介護予防事業を受け、どのような効果が出たのかなどを科学的に分析し、エビデン
スに基づいた介護予防を進めるべき（江澤構成員、斎藤構成員）

・介護予防の一環である「通いの場」には、フレイル状態の高齢者は参加が困難である（通えな
い）。フレイル者にどのように介入していくかを検討することが要介護認定率の低下に向けて
重要である（東構成員）



まとめと提言②

・中山間・離島・半島はすでに2040年
・規制緩和、複合サービス化、地域密着型が
カギ
・介護職のつなぎ止めには処遇改善が必須
・介護のICT、AI、ロボット化も必須
・介護事業者間の連携、合併による大型化
社会福祉連携法人がカギ
・85歳以上人口増で医療・介護連携が必須



2025-2040
変わりゆく医療のアウトライン

• 2025年から2040年

へ向けての改革プラン

を概観する！
・地域医療構想、医療DX

・働き方改革、かかりつけ医

・医師偏在対策、少子化対策など

・ポスト2040年も予想

・医学通信社より、

7月発刊予定

・2色刷240頁、2600円



ご清聴ありがとうございました

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
muto@kinugasa.or.jp

日本医療伝道会衣笠病院グループで外来、老健、在宅クリニックを
担当しています。患者さんをご紹介ください

本日の講演はホームページ上で公開しています。
以下をクリックしてご覧ください

mailto:muto@kinugasa.or.jp
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